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●技術情報

日本海事協会 情報セ ン タ ー

　　　　　　　　　情報サ ービス の 推進拠点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 財団法人　日本海事協会

情報の共有化を目指 して

　サ プ ラ イ チ ェ
ーン ・

マ ネ ジ メ ン トとい う用語 を最近 よ く

耳に する。海運 造船業界の 共通利益 で ある 海上 に お け る 安

全 と海洋環境保全 に つ い て 考える と、「造船所
・
機器材料

製造会社 、 船 主 ・
船舶管理会社、保険会社、旗国政府、船

級協会、研究機関な どサ
ービ ス の 需給関係で 連なる 組織 の

問で 情報を交換 し共有する こ とに よ っ て、よ り早 く、効率

的に、確実に リス クに 対応す る しくみ の 全体最適化をめ ざ

す」 と
．
言える。こ の よ うな 高度 情 報化 に よる 需 要 に 対 応 す

る拠 点 と して 設立 され た の が、情 報処 理 部 門 を集 約 した 情

報セ ン ターで あ る。現在、情報セ ン ターには NK 本部組織

の 情報技術部、船級部、安全管理 シス テ ム 部 、 テ クニ カル

サービス 部、情報サービス 部 と研修所の 6 つ の 部門が あ り

多1咬に 渡 る業務 を行 っ て い るが、こ こで は 「情報の 共有化」

をキー
ワ
ード と した業務 を中心 に紹介す る 。

情報サービス機能の 充実

　情報セ ン タ
ー

に は NK の 情報処理 と通信 の 中枢設備が 置

かれ、情報技術部が シ ス テ ム の 構築 と保守を行 っ て い る 。

本部 3 ヶ所、国内 22 ヶ 所、海外61ヶ 所の サ ービス 拠点を

結ぶ イ ン トラ ネ ッ トシ ス テ ム は 「ClassNK　G［obal 　Ware」

と呼 ば れ、情報伝達機能の 強化 と、大規模な情報 デ
ータベ

ース の 共有化を 口∫能 として い る。国際的共有 の ため に全 て

の 情 報 は英 語 と 日本 語 の バ イ リ ン ガ ル で 作成 さ れ て い る。

規 則、検査記録、技術通 牒 、損傷解析デ
ータ、船体 ・機 関

の 知識 データベ ース な ど必 要 な情報 を 24 時問い つ で も利

用 で きる 。 また イ ン トラ ネッ トを利用 して検 査 デ
ータの 人

力や損傷報告等を行 うこ と で情報更萩 の 迅速化 を実現 して

い る 。

　顧客へ の 情報サ ービス は イ ン ター
ネ ッ トと従 来の 印刷物

そ れ ぞ れ の メ リ ッ トを活か して 行 われ て い る が 、ホ
ーム ペ

ージ運営 ・各種通知発送 ・資料送付 ・
出版等々、メ デ ィ ア

に関 わ らず、顧 客 サービ ス 業務 全般 が情 報 サービ ス 部 に集

約 さ れ て い る。船 級 船 の 登 録 簿、船級 の 保 留 ・解 除、技 術

規則、テ ク ニ カ ル イ ン フ ォ メ ーシ ョ ン 、承認 品 リス ト、サ

ービ ス ネ ッ トワ
ーク の 案内、業務 トピ ッ ク ス 等 の

一
般 情報

をホーム ペ ージ上 で提供する
・
方、船主や船舶管理会社 に

ユ ーザーID とパ ス ワードを無料 で 発行 して 自社保有もし

くは 管理船に つ い て の 最新 情報をい つ で も、どこ で も見る

こ との で きる サ
ービス を提供して い る 。 利用者はホ

ー
ム ペ

ージ F．の リ ン ク か らNKSHIPS とNK −SMART と い う二 つ

水平基 調の 簡潔な デ ザイ ン u機 能性 を重 視 した 情報セ ン タ ー
建物

の シス テ ム に ア ク セ ス で きる 。 NK −SHIPS は 、 船敵検査 と

条約証書 に関する検査 につ い て検査項 H 、 履歴 、 次回倹査

日又 は証書有効期限等 の 保船
・
運航管理 に必要な詳細情報

に加 え、建造時か ら現在 に至 る まで の 全 て の 検査記録書情

報 をオ ン ラ イ ン で 提供 して い る。

　また、NK −SMART は 安全管理 シ ス テ ム に つ い て 同様の

情報 を提供 して い る。

情報処理と保管の集約化

　世界各地で 行わ れ た検査の 結果は検査完了後直ちに イ ン

トラ ネ ッ トを通 じて 情報セ ン タ
ー

の コ ン ピ ュ
ー

タ に入力 さ

れる と同時 に、検査記録書 （紙） として情報セ ン ターに送

られ、船 級部 と安全管理 シ ス テ ム 部 に よっ て 処 理 され る。

受付処 理 さ れ た検査記録 書 （紙 ）は直ちに画像 データ に変

換されNK −Archivesと呼ばれ る電子書庫 に格納 され、共有

デ
ータ と して活用 され る と と も に、原文書と して書庫 に フ

ァ イ リ ン グ され る検査記録書 （紙）の バ ッ ク ア ッ プデータ

と して 使用さ れ る。入 力デ ータ と記録書 の 内容 は精密 な審

査後、確定情報と して デ ータ ベ ース に格納 さ れ 、NK −

SHIPS ．　NK −SMART に よっ て 船 主 ・船 舶管理 者 に提供 され

る。さ らに、検査記録書か ら抽出され た 損傷修理 や 規則へ

の 不 適合 事項 に 関 す る情 報 は調 査
・
解 析 され フ ィ

ー
ドバ ッ

クデータ と して 活用 さ れ る。

　 こ の よ うに 「情報の 収集
一

処理一
保管

一
活用

一
提供 」 と

い う
一

連業務 を情報セ ン タ
ー

に 集約す る こ とに よ り管 理 品

質 と効率を高め て い る 。

情報サービス機能の 「も しも、、」 に備えて

情報 セ ン ターに は情報 ネ ッ トワ
ーク とコ ン ピ ュ

ータ記憶
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装置 の 中枢設備 が 概か れ て い る だ けで なく、書架総延長

10kmを越える書庫 に膨大な量の 図面、技術資料丶 記録書が

保管 され て い る 。 こ れ らの 創立以 来1（D年を越える歳月に蓄

積 され た海運造船 に関す る総合的資料 は業界全体 に とっ て

の 貴重 な技術的、文化的な共有情報資産で もある。情報セ

ン ターは、大地震等の 自然災害 に遭遇 して も、サービス 機

能 の 中 断や 情報資産 の 損 失が 起 きない よ うに、免 震 基礎 構

造 、基 幹 設備 の 二 重 化、無 瞬 断 給 電 装 揖、自家発 電 設 備、

生活環境維持設備 な ど の 高度な 防 災対策が施 され て い る。

日本海事協会

　海上 に お け る 人 命 と財産 の 安全 お よ び海 洋環 境の 保護 を業

務 目的 と す る 国際船 級協 会。1899 年創立。海運造船業界 で は

ClassNKまた は単に NK とい う略称 で 知られ る世 界有数 の 船 級

協 会。2002 年 5 月末 で NK 船 級 登 録船 は 、隻数に して 6424 隻、
総 トン数 で 1億1千6百 万 トン を超 え る。全 世界 規 模 の ネ ッ トワ

ー
ク に よ り、船 舶 の検 査 、品 質 シス テ ム の 審 査、テ クニ カル

サ
ー

ビ ス 、研究 開発 な ど さ ま ざまな分野 でサ
ー

ビ ス を提供 し

て い る。職員約1000名。

情報センター

2001 年7 月に 竣工
。

［住所 ］千葉県千葉市緑区 大野台1−8−5
［電話 ］043 −294 −5451 （受付 ：’1青報 サービ ス 部）

［FAX ］　043−294−7204
［施設概要 ］地 上4階建 て、鉄 筋コ ン ク リ

ー
ト造、

　 建築面積1，839．47  、延べ 床面 積5，547．98 
［職 員数 ］約 110名

●ニ ュ
ース

テ クノ ス ーパ ー ライナ
ーの 実用化 の た め の 新会社の 設立 （ナイ トク ル ーズ便 が可能）

　国土交通省で は、テ ク ノ ス
ーパー

ラ イナ
ー

（TSL ）を は じめ とす る高度船 舶 技術 を 活用 した新 しい海上輸送 シス テ ムの 開

発 ・事 業化 に取 り組 んで ぎた ところ、この たび、TSL の保 有 ・管理等 を行 う新会 社が、海愚 造船 物流、商社及 び 日本政策

投資銀 行か ら総額 32．8億円 の出資 を得て、平成 ］4 年6月 18 日に 設立さ れた。
　新会社の 保有す る TSL 第

一
船は 、菓京

一
小笠原 航路に投入 （平 成 16 年度 ）さ れる予 定 で、こ れ によ り、本土 が ら小 笠原 へ

の ア ク セ ス が大 幅に 改 善さ れ （片 道 26 時間 → 約 16 時間）、島民の利便性の 向上 や小笠 原の 活 1生化に大い に寄与する ことが期待

され る。

＊

新会社の 概要

　資本金　3 ，280 百万 円

　設立 年月日　 平成 14年6月 18 日

　事業内容

　 　 　
＊

海上輸送シ ステ ムの 開拓事業 （市場調査、事業化環境整備等）

　　　
＊

ト
ー

タ ル サ ポ
ー

トシ ス テム （TSS ：TSL の 運航や 保守 管 理 を支援す る総 合 的な 技術 支 援シス テ ム）の 開発及び提供

　 　 　
＊

新形式 船舶 の 保有 ・貸与 　他

灘 戀難 鬣
’
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